
１．はじめに

気圧日変化の調和解析は従来から広く行われてきた

（Lindzen and Chapman1969；Mass et al.1991；岩

井ほか 2008）．観測データの充実により振幅の１日周

期成分αや半日周期成分αについて大陸上の分布や

全球分布がかなり明らかになってきている（Mass et
 

al.1991；Dai and Wang 1999）．

気圧日変化の主な原因は地球規模での大気潮汐によ

るものと考えられており，大気潮汐の原因として成層

圏のオゾンや対流圏の水蒸気による太陽放射の吸収・

加熱が重要であると言われている（Butler and Small

1963）．境界層の影響については半日周期よりも１日

周期に大きく現れるが，その効果は地球規模に比べて

局地化されている（Haurwitz 1965）ことが当時から

指摘されていた．その後以下に述べる研究成果から，

１日周期の実態と境界層の影響がより明らかになって

きている．

地表面の圧力場における１日周期成分は非常に不規

則な空間分布をしており，陸地の存在によって強く影

響される（Groves and Wilson 1982）．局所的に温度

や風の１日周期の変化がαの振幅を大きくしている

（Dai and Wang 1999）．

地上気圧の１日周期成分は，半日周期成分と同様

に，上層大気の熱強制力によって励起される．しかし

この熱潮汐による変動は地上では半日周期成分に比べ

るとかなり弱い．地上気圧の日変化は対流圏低層にお

ける加熱冷却作用により強制され，そして局地循環の

日変化をもたらす．大きな非断熱強制力が働く領域で

は気圧の日変化はかなり大きくなる．１日周期成分の

振幅が局所的に1.5hPaを超えるところもある

（Mass et al.1991,1986）．

１日周期成分の振幅は一般に海上よりも陸上の方が

はるかに大きい．特に，日射加熱が強い低緯度や米国

西部とチベット高原のような高地上および北アフリカ

と中央オーストラリアなどの砂漠地帯で大きい（Dai
 

and Wang 1999）．

また，Zhang and Lin（1992）は，気圧と気温のそ

れぞれの日較差の関係を谷間観測所，平地観測所，山

2017年４月 11

〔論 文〕 （気圧日変化；調和解析；地形特徴；地表面状態)

気圧日変化に影響を及ぼす地形や地表面状態

についての統計的研究

萩野谷 成 徳

要 旨

日本の気象官署と一部の海外の地点を対象にして，年平均した地上気圧を調和解析し，１日周期成分と地形・地

表面状態の関係を調べた．１日周期成分の振幅と位相について，地形特徴や地表面状態に関する10個の説明変数を

使って重回帰分析を行った結果，変動の６～７割ほどを説明することが分かった．特に，海陸の比率を表す陸度と

地形の起伏度合いを表す地形突起度の説明変数と良い対応をしている．振幅は，陸度が増加する内陸ほど大きくな

る．また，地形突起度で分類すると，振幅の大きい順から盆地などの凹地形，平坦地，山頂などの凸地形となっ

た．突起度が－300mから＋300mの平坦地では，振幅は陸度と比例関係にある．一方，位相は，凹地形と平坦地

では地形突起度依存性はないが，凸地形では突起度の増加と共に位相が遅れ，12時間以上の差に達した．なお，位

相には陸度との関係は見られなかった．

気象研究所環境・応用気象研究部．

shaginoy＠mri-jma.go.jp

―2016年２月12日受領―

―2017年１月31日受理―

Ⓒ 2017 日本気象学会



頂観測所の地形特徴で分類し，谷間（凹地形）では気

圧と気温の日較差が共に大きく，山頂域（凸地形）で

はそれらの日較差が共に小さいことを示している．

αの空間変動は地上気温の日較差の空間変動と密接

な関係があるが，これは地表面からの顕熱がαの主

たる強制力であることを示唆している（Dai and
 

Wang 1999）．Tsuda and Kato（1989）は，陸上の

境界層に対して顕熱分布を与えて１日周期大気潮汐波

に関する数値計算を行い，地表での１日周期大気潮汐

波による大気圧変動が観測とよく一致することを示し

た．またLieberman and Leovy（1995）は，線形モ

デルを用いた数値実験により，気圧潮汐が主に境界層

加熱によって引き起こされていることを示している．

なお，ここでは触れないが，半日周期成分も地形と関

係していることをHamilton et al.（2008）は指摘し

ている．

これらの研究を見ると１日周期成分の振幅αは地

上気温の日較差と深い関係があり，更にそれが地形に

よって大きく影響を受けていることがわかる．この事

実はαに対して地表での日中の太陽放射の吸収加熱

と夜間における放射冷却が重要な働きをしていること

を示しており，山谷風や海陸風等の１日周期で出現す

る大気境界内の現象に対応するとの指摘がある（岩井

ほか 2008）．

このように，近年では調和解析１日周期成分の振幅

は境界層の寄与が大きいと指摘されてきているにもか

かわらず，地形や地表面状態が及ぼす影響について系

統的に扱った研究はあまり行われていない．

本論文では，日本の気象官署150余地点の年平均し

た気圧日変化の調和解析の１日周期成分の振幅

（α）と位相（β）について，地形特徴との関係を調

べた．特に，水平方向が数十kmスケールの局所地形

との関連を，海外のデータも参考にして調査した．

２．使用データと解析方法

中緯度の気圧データには高低気圧の通過に伴う擾乱

の影響が含まれることはよく知られている（Bartels

1928）．ここではそれを除外するためにできるだけ長

期間のデータを平均した（Lindzen and Chapman

1969）．これは統計年数を多くとることにより，日変

化の最確値に近づくと考えられるからである．使用し

たデータは日本国内の気象官署156地点で観測した海

面更正前の現地気圧である．期間は1961年から2014年

までの54年間である．1961年から1990年のデータは観

測地点により異なるが最大１日８回観測（３時間間

隔），1991年以降は１日24回観測（毎時観測）である．

８回観測と24回観測のそれぞれの調和解析をして求め

た１日周期成分の振幅（α）と位相（β）の間には顕

著な差はない（岩井ほか 2008）ことを，1991年以降

のデータから確認した．しかし，1990年以前のαは，

1991年以降の解析結果に比べて，α＞0.5hPaの地点

では最大５％の変動があり，全地点を平均すると

2.8％の負のバイアスがあった．気圧計交換により調

和解析の結果が異なることが指摘されている（Coo-

per 1984）が，過小傾向がそれに起因するのか否かは

今のところ不明である．そこで，ここでは1991年から

2014年までの24年間の解析結果を示す．24年間の平均

により擾乱の影響は十分相殺されていると考えられ

る．上記以外のデータとして，海洋上のデータ（中埜

ほか 2002），チベット高原を含む中国のデータ（萩野

谷・直江 2000；Haginoya et al.2009，2012；Zhang
 

and Lin 1992），筑波山のデータ（Hayashi et el.

2006）を用いた．観測地点の詳細は第２表参照．これ

らは全て１時間値を用いた．

気圧と気温の日変化を以下の式で近似する（Lind-

zen and Chapman 1969）．

y (t)＝α＋∑αsin i
2π
τ
t＋β (1)

ここで，τは１日の時間（24時間），tは均時差を補

正した真太陽時，αとβはそれぞれ１/i日周期成分

の振幅と位相である．但し，i＝１～４．tについて

観測値と計算値との差の２乗和

∑｛y (t)－y (t)｝ (2)

が最小になるようにα，αおよびβを決める．なお，

このようにして求めたα，αおよびβは観測値を

フーリエ級数展開した時の値に等しい（彌永ほか

1996）．

本論文では i＝１を対象とする．また１日周期成分

の位相βの代わりに１日周期成分が最大値を示す時

刻 t を用いる．t は以下の式（３）から求めた．

sin
2π
τ
t ＋β ＝1

2π
τ
t ＋β＝

π
2
＋2nπ

∴t ＝τ
4
1＋4n－

2β
π

(3)
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ここで nは，t が０時から24時の間の値を取るよう

な整数値を与える．

次節以降では，調和解析結果のうち，気圧に関する

ものはp，気温に関するものはT，風速に関するもの

はu，水蒸気圧に関するものはeをそれぞれ付けて表

示する．すなわち，α(p)：気圧振幅の１日周期成

分，α(T)：気温振幅の１日周期成分，t (p)：気

圧１日周期成分の最大値出現時刻，t (T)：気温１

日周期成分の最大値出現時刻などと表す．

３．地形パラメータ

地上気圧の日変化には上層大気の加熱冷却の影響と

境界層の加熱冷却の影響の両者が現れている．さて，

地上気温の日変化は地表面からの顕熱によって説明で

きるが，顕熱輸送量は，入力太陽放射エネルギーに関

係する地理的位置（緯度と標高）をはじめとして，地

表面の熱収支に関係する地形起伏や海陸の面積割合，

更には陸地面の土地利用状況にも依存する．そこで本

研究では地形特徴を表す指標として，基本的な地形パ

ラメータである緯度および標高のほかに地形の起伏を

表すパラメータと地表面状態を表すパラメータを用い

た．地形の起伏は地形突起度 P（萩野谷ほか 1984）

を用いた．地表面状態は海陸比の影響が顕著な事実

（Groves and Wilson 1982；Dai and Wang 1999）か

ら陸度 Lとそれ以外の土地利用分類を用いた．それ

ぞれの定義は以下の通りである．

P(r)：観測地点の標高と観測地点を中心とした半径

rの円内の平均標高との差．

σ(r)：平均標高を求めた時の標準偏差．同じ地形突

起度でも平坦地の場合と斜面の場合ではσ

に明らかな差異が見られるため導入した．

L(r)：観測地点を中心とした半径 rの円内の陸地

の面積割合（陸水面は陸地から除外）．海岸

からの距離を用いるよりも計算が簡単であ

る．

L以外の土地利用分類：観測地点を中心とした半径

rの円内の土地利用分類の面積割合．

P は冷気の流出や蓄積のし易さ，および風の吹きさ

らし易さを表すパラメータである．Lは地表面の熱容

量や蒸発のし易さに関係するパラメータで，Lが小さ

いほど水面（海面および湖面）の面積割合が大きくな

り熱容量も大きくなる．その結果蒸発が盛んになると

共にその分顕熱輸送量が小さくなる．

P と Lの計算には以下のデータセットを用いた．

日本の気象官署については国土数値情報の250mメッ

シュ平均標高データとスペースシャトルの観測により

作成された水平分解能３秒（約90m）の全球標高グ

リッドデータSRTM（Shuttle Radar Topography
 

Mission）-3である．それぞれから計算した平均標高

が一致することを確認し，解析にあたっては海外の観

測地点の地形突起度も計算するため全てSRTM-3を

用いた．

土地利用状況に用いたのは国土地理院の土地利用細

分メッシュデータである．本データセットは全国の土

地利用の状況について，３次メッシュの10分の１細分

区画（100mメッシュ）毎に，各利用区分（田，その

他の農用地，森林，荒地，建物用地，幹線交通用地，

その他の用地，河川地及び湖沼，海浜，海水域および

ゴルフ場)を整備したものである．利用区分は整備年度

により異なる．整備年度は昭和51年度(1976），昭和62

年度(1987），平成３年度(1991），平成９年度（1997），

平成18年 度（2006）および平成21年 度（2009）

である．

４．結果

まず，地形パラメータのどの要素が効いているかを

重回帰分析で調べる．

予備解析から，基本的地形パラメータ（緯度と標

高）のうち，標高は，地形突起度との単相関が高いこ

と（0.782），標高とα(p)の間の相関係数の符号と，

偏回帰係数の符号が一致しないため，除外することと

した．緯度は太陽高度（入力放射エネルギーに対応）

を代表しているのでそのまま採用した．なお半日周期

の振幅・位相については緯度依存性が見られることが

従来の研究で確認されている（岩井ほか 2008）．また

r＝５km～40kmの範囲ではα(p)と陸度 Lの間の

相関係数は rの増加と共に大きくなり30kmで一旦

増加率が小さくなる．そこで本解析は，地形突起度，

陸度および土地利用区分を r＝30kmとして実施し

た．

土地利用区分は1997年のデータを用いた．なお，土

地利用区分に2006年や2009年のデータを用いても傾向

は変わらない．地表面状態のうち類似のものは統合し

た．具体的には河川地及び湖沼と海水域は合計して水

域として全面積から差し引き，陸度を算出した．また

建物用地，幹線交通用地およびその他の用地は合計し

て建物道路等とした．さて，土地利用面積比率は合計

すると１に規格化されているので，土地利用区分の間
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に一次従属な変数関係が存在する．そこで，土地利用

区分のうちの１つを説明変数から除外しなければなら

ない．水域と森林の単相関係数は0.826と高く，更に

水域は陸度算出に既に使っているので，本解析では森

林を除外した．なお説明変数間の単相関係数が次に大

きいのは Lとσ（＋0.662）であった．ところで説明

変数同士の相関が強い時には，回帰式が不安定になる

など解析結果の信頼性が低くなってしまうことがあ

る．このような場合，多重共線性（multicollinear-

ity）があるという（竹内 2002）．ここでは多重共線

性の判定をVIF（Variance Inflation Factor）を用い

て表す．一つの説明変数を目的変数として，他の全て

の説明変数を用いて回帰分析を実行し，得られた重相

関係数を R とすると，VIFは次の式で表わされる．

VIF＝
1

1－R
(4)

VIF＞10の場合に多重共線性があると判定している

（Belsley et al. 1980）．今回採用した説明変数につい

てVIFを求め，VIF＞10に相当する説明変数がない

ことを確認した（第１表参照）．

以上の結果，緯度，P，σ，Lの他に田，その他の

農用地，荒地，海浜，ゴルフ場および建物道路等の計

10個のパラメータを説明変数として採用した．なお，

重回帰分析に使う t は次のように処理した．１日周

期成分のハーモニックダイヤル（例：岩井ほか

（2008）の第８図）上で全地点のベクトル平均を求め，

それから平均位相を求めた．次に各地点の位相と平均

位相の偏差Δt （－12～＋12hour）を求めこれを

解析に用いた．

第１表に上記の説明変数を用いた場合のα(p)，

t (p)，α(T)およびα(u)の各標準偏回帰係数と

各決定係数 R の結果をまとめた．更に右端列には

VIFの結果も示した．α(u)はスカラー平均風速を

表す．ハッチを施したところは係数の絶対値が大きい

上位２位を示し，これらはいずれも t検定で0.1％で

有意である．t (p)以外は P と Lの標準偏回帰係数

の絶対値が上位２位を占めそれらの寄与が大きいこと

を示している．一方，t (p)は P の寄与が他の説明

変数に比べて特に大きく Lにはほとんど無関係であ

る．またここで採用した説明変数でα(p)は変動の６

割以上を，それ以外の気象要素は７割以上を説明でき

る．以下では個別に気象要素と P および Lの関係を

見る．

第１図にα(p)とα(T)の関係を示す．記号は地形

突起度 P（r＝30km）で分類した．図中のアルファ

ベットは第２表の観測地点である．α(p)は大気柱全

体の加熱冷却量に，α(T)は地面付近の加熱冷却量

に，それぞれ関係している．日本の気象官署に着目す

ると，従来から言われているようにα(p)とα(T)に

強い相関が見られる（岩井ほか 2008；Dai and Wang

1999；Zhang and Lin1992）ことを確認すると共に P

でデータが分類できることがわかる．P が大きい，

すなわち山頂などの凸地形はα(p)とα(T)が共に小

さく，P が小さい，すなわち盆地や谷間のような凹

地形は両者共に大きい．

一方，内陸のチベット高原上の観測地点のデータを

第１図 気圧振幅１日周期成分と気温振幅１日周
期成分の関係．地形突起度で分類．デー
タは日本の気象官署と中国チベット高原
およびその周辺部の観測地点．

第１表 気象要素の地形特徴依存性．説明変数欄の
数値は標準偏回帰係数を示す．ハッチをし
たところは係数の絶対値が大きい上位２位
を，ドットパターンは第３位をそれぞれ示
す． 印は0.1％で有意．右端はVIF．
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見ると日本のデータに比べて大きくばらついている．

これは島と大陸の違いや標高などの地形特徴が異なる

ためと思われる．しかしながら大雑把に見ると日本の

傾向と整合している．

α(T)は気温日較差に対応し，日中の昇温量と夜間

の放射冷却量に関係している．すなわち地表面からの

顕熱輸送量が密接に関連している．

水蒸気圧の日変化から求めた１日周期成分α(e)と

気圧の間には気温のような顕著な相関は見られない．

大気中の水蒸気量は空気密度に影響を及ぼすが境界層

の水蒸気量の日変化程度では地上気圧の変動にまでは

及ばないということを示している．

第２図に陸度 L（r＝30km）とα(p)の関係を示

す．記号は P（r＝30km）で分類した．L＜0.95の

範囲ではα(p)と Lの間には正の相関関係が見られ，

陸度の増加に伴って振幅も増加する．この範囲の線形

回帰の決定係数 R は0.419である．この関係は岩井ほ

か（2008）が示したα(p)の空間分布と整合する．先

にも述べたが r＝５km～40kmの範囲では rの増加

と共に線形回帰の決定係数 R も大きくなる傾向であ

る．L＝１付近ではαが大きくばらついているが，P

が大きいところではαは小さく，P が小さいところ

はαが大きくなる傾向である．

第３図に地形突起度 P（r＝30km）とα(p)の関

係を示す．記号は陸度 L（r＝30km）で分類した．

P が零付近では Lが小さい方（海岸に近い方）がα

(p)は小さい傾向が見られる．これは第２図の傾向が

第２図 陸度と気圧振幅１日周期成分の関係．
データは日本の気象官署と第２表の観測
地点．

第２表 アルファベットの地点名とその位置，標高，海からの距離および観測期間．日本の気象官署
は山岳地点と特徴的な地点のみを示す．
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現れている．P≧300mの地点は山岳観測所である．

これらはいずれもα(p)が0.1hPa前後の値を示す．

P＜０の凹地形について日本では甲府（K，標高282

m，P＝－746m）がα(p)＝1.22hPaで最も大きい．

一方，チベット高原上の観測地点は全体的にα(p)が

日本よりも大きい．拉薩気象台（L，標高3650m）と

中国四川省西昌市（X，標高1591m）は標高が２倍以

上異なるが突起度とα(p)はほぼ同じ大きさである．

第２表から，中国内陸部の観測地点は海岸からの距離

が700km以上ある．一般に大陸上のα(p)は大きい

傾向にあり，北米，南米，アフリカ大陸，チベット高

原の４大陸上は１hPa以上に達する（Dai and Wang

1999）．これは，海岸からはるかに離れているために，

海陸風の影響を受けずに地表面の日射加熱や夜間冷却

の影響がそのまま気圧日変化に反映されることが理由

と考えられる．第３図から，特に P＜０の凹地形に

ついては標高ではなく地形突起度のパラメータで振幅

を整理することが妥当であることが分かる．

以上，第１表，第１図，第２図および第３図から振

幅α(p)はまず地形突起度で分類でき，大きい順から

盆地などの凹地形，平坦地，山頂などの凸地形となっ

た．更に P＝０付近に着目すると陸度で分類できる

ことがわかる．データのばらつきは一律に半径 rの

円内の平均標高から求めた P を使用したことが一因

であろう．本来は分水嶺の内部の平均標高とすべきで

あろう．また P では地形特徴（盆地，谷間，斜面，

平地など）を十分に表し得ないためと考えられる．例

えば同じ P＝０でも斜面と平地の区別はつかないし，

同じ P＜０でも盆地と谷間の区別はつかない．夜間

の冷気が溜まるか流出するかの観点からみると斜面や

谷間はそれぞれ平地や盆地に比べて冷気が流出し易

い．

第４図は１日周期成分が最大値を示す時刻 t と地

形突起度 P（r＝30km）の関係を示す．記号は L

（r＝30km）で分類した．P＜300mのデータを見る

と P が大きくなるにつれてばらつきは大きくなるが，

概ね t ＝03時～06時に集中している．一方，P≧

300mの山岳観測地点のうち，F，T，IおよびTsは

孤立峰（萩野谷ほか 1984），Aは中腹または複雑鞍部

状尾根（同）で，これらは P の増加と共に t が増

加（位相が遅延）傾向を示す．第４図から t （位相

β）は凹地形と平坦地では大きな差はないが，凸地形

では突起度の増加と共に遅れ12時間以上の差に達し

た．なお，Dai and Wang（1999）では全球規模のパ

ターンを示しており，空間分解能が粗いが，日本周辺

は04時～06時である．

５．考察

5.1 高層観測で得られた振幅および t それぞれ

の高度依存性

第３図と第４図では地上気圧の振幅と位相（t に

変換）について，それらの P 依存性を調べた．ここ

では参考のため高層観測で得られた上空の振幅と位相

についてそれらの高度依存性を調べた．ゾンデによる

第３図 地形突起度と気圧振幅１日周期成分．陸
度で分類．データは日本の気象官署と第
２表の観測地点．

第４図 地形突起度と１日周期成分が最大値を示
す時刻 t の関係．陸度で分類．データ
は日本の気象官署と第２表の観測地点．
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高層観測は館野高層気象台において1945年～1947年，

５月～７月の38日間行われた．昼夜連続の２時間ない

し４時間の間隔のラジオゾンデデータの経日変化を直

線で内挿して毎時データを求めて調和解析をした（前

田 1953）．ここでは，P の定義を拡張し，ゾンデの

観測高度から館野の平均標高30m（r＝30kmの場

合）を差し引いた値を P とする．さらに簡単のため，

ゾンデ観測高度を P とみなした．

第５図の点線は上空の振幅と t それぞれの地形突

起度 P（r＝30km）依存性を示す．第３図の振幅と

第４図の t もそのままプロットしてある．t につ

いてみると，P≧1000mでは山岳地帯の t は上空

のそれと４時間程度の差が見られるものの両者の P

依存性は類似している．すなわち山岳地帯の位相は

P≦０の地域の位相に比べて P≧０のところでは P

の増加と共に遅延量が増加している．山岳地帯と自由

大気中で見られる気圧位相の遅延は気温や風速の遅延

と類似している．山岳観測地点で気温や風速の日変化

の位相が平地よりも遅れる傾向を示すのは，標高が高

くなる上空ほど境界層の影響を受け難くなっているか

らであると説明されている（萩野谷ほか 1984；吉野

1990）．気圧位相が上空ほど遅延する原因は今後更に

検討する必要がある．

一方，山岳地帯の振幅とゾンデによる上空の振幅の

P 依存性は大分異なる．山岳地帯は P（≧0）の増加

と共に振幅が0.1～0.2hPa程度の小さい値であるの

に対して，ゾンデによる上空の振幅は P（≧1000

m）の増加と共に0.5～1.0hPaと増加する傾向であ

る．上記の解析結果から，地上と上空それぞれの気圧

位相は P のみで決まるが，気圧振幅は P の他に地上

高度も関係がありそうである．なお，Harris et al.

（1962）やHaurwitz（1947）による高層観測におい

ても上空における位相と振幅の高度依存性は第５図の

点線と類似の傾向である．

5.2 地上風速との関係

太陽放射の影響で生ずる顕著な地上気象現象の１つ

に海陸風や山谷風がある．これは陸地面と海面の熱物

理定数の違いや地形の起伏に起因する気圧の日変化と

関係している．そこで今回の解析結果と比較してみ

る．気圧と同じ気象官署の1991年～2014年のデータを

用いた．風速測定高度は気象官署毎に異なるので，対

数分布を仮定して風速計高度 z と各官署の粗度長 z

から基準高度 z へ風速を変換した（式（５））．但し，

粗度長は伊吹山と剣山は近藤ほか（1991）を使用，富

士山と昭和基地は仮の値として0.5mを使用した．そ

れ以外は萩野谷（2015）の1995年～2004年の値を使用

した．また z ＝20mとした．

u(z )＝u(z )×
ln(z /z)
ln(z /z)

(5)

基準高度変換後の地上風に時別スカラー平均および時

別ベクトル平均を施して調和解析をした．スカラー平

均風速１日周期成分α(u)と気圧１日周期成分α

(p)の間（図省略）には，弱い相関関係が見られるも

のの有意なものではない（回帰直線の決定係数 R ＝

(a) (b)

第５図 自由大気中の気圧日変化調和解析結果．（a）振幅と（b）t の P 依存性（点線）．プロットデータは
（a）は第３図と同じ，（b）は第４図と同じ．ゾンデの観測高度を P とみなす．
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0.174）．ベクトル平均風速との相関は更に低い．大気

潮汐によって生ずる風の日変化の大きさは小さい（例

えば森（1982））との報告もある．

第６図aは地形突起度 P（r＝30km）で分類した

平均風速α(u)とα(T)の関係．同図bは平均風速

α(u)とα(p)の関係である．振幅α(p)やα(T)と

平均風速α(u)の間には，α(u)が増加するとα(p)

やα(T)が減少する顕著な傾向が見られる．平地と

みなせる－300m≦P＜＋300mのデータに着目する

と，この特徴は以下のように説明できる．すなわち，

地上風速が強いところでは地上付近と境界層上部との

鉛直混合が活発になると共に水平方向にも場が一様化

して温度の日変化が小さくなること，弱いところでは

鉛直混合が不活発になり地上付近の夜間冷却量や日中

の昇温量が大きくなること，とそれぞれ対応してい

る．一方，第６図には山岳地帯（300m≦P）や凹地

（P＜－300m）のデータもプロットしてある．吹きさ

らしの凸地形ではα(u)が大きく，α(T)やα(p)が

小さい傾向を示す．一方，風を遮蔽しやすい凹地形で

はα(u)が小さく，α(T)やα(p)が大きい傾向を示

す．平地（－300m≦P＜＋300m）のデータは凸地

形と凹地形の傾向を内挿している様子がよくわかる．

(a) (b)

第６図 (a）平均風速とα(T)の関係．（b）平均風速とα(p)の関係．突起度で分類．データは日本の気象官
署．

(a) (b)

第７図 (a）平均風速と陸度の関係．（b）平均風速と地形突起度の関係．データは日本の気象官署．
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なお，α(T)とα(p)の関係を示したのが第１図であ

る．

第７図aはα(u)と陸度 L（r＝30km），同図b

はα(u)と地形突起度 P（r＝30km）の関係をそれ

ぞれ示した．(a)は P（r＝30km）で分類した．α

(u)は P≧300mの山岳地帯を除くと陸度と非常に良

い対応関係をしており，Lの増加と共に減少傾向であ

る（第７図a）．但し，カタバ風（守田 1968）が卓越

する昭和基地（Sy）や島嶼（Y）および岬（M）の観

測地点は同じ陸度の地点よりも風速が大きい．一方，

山岳地帯は地形突起度と良い対応関係にある．特に

P≧1000mの地点は境界層の上端ないし自由大気の

風を観測し易い凸地形と言える．

5.3 地形特徴の物理的意味

今までに得られた振幅と位相の地形特徴依存性の物

理的意味を考察する．陸度 Lは地表面の熱物理定数

を代表する量である．Lが大きいと水域が小さくなり

蒸発量が減ると共に，熱容量も小さくなるので，地表

面温度が大きく変化しやすく地表面温度と気温の差に

比例する顕熱輸送量が大きくなり気圧振幅は大きくな

る．一方，Lは海までの距離を代表する量とも考える

ことができる．すなわち Lが大きい観測地点は内陸

に位置し海陸風の影響を受けにくくなり気温日較差が

大きくなる．その結果気圧振幅が大きくなる．更に L

は地表面粗度を代表するとも考えられる．一般に水面

の粗度は10 mのオーダーであるが，陸上の粗度はこ

れよりも大きく都市域では数mのオーダーに達する

（近藤 1994）．大雑把に言って Lが大きいと水面の粗

度の占める面積が小さくなるので空間平均した粗度が

大きく，地上風速が小さくなる．一方，Lが小さいと

粗度が小さく，地上風速は大きくなる，と考えられ

る．

地形突起度 P は夜間冷気の蓄積・流出のし易さを

代表する量である．P が大きくなると夜間冷気が流

出し，振幅は小さくなる．一方，P が小さくなると

夜間冷気が蓄積し，振幅が大きくなると解釈できる．

また P は上空一般風の遮蔽の度合いも表す．すなわ

ち，P が大きいと一般風の影響を受けやすく，P が

小さいと受け難い．これは地上風速に影響し，P が

大きいと地上風速は大きくなる．地上風速が大きいと

鉛直・水平方向の混合が活発になり，夜間冷却や日中

の昇温を抑制する．逆に地上風速が小さいと局所的な

夜間冷却量や日中昇温量が大きくなる．

5.4 本結果の別の視点

長期の時別平均の意味を考えると，日々の高低気圧

の通過に伴う気圧変動や天気の変化に伴う気温や風速

変動などの擾乱の除去操作をしていることに相当す

る．この操作は日周運動で生じる気象要素の日変化に

対して，境界条件である地形や地表面状態などの影響

を抽出するフィルターと考えられる．この操作により

気圧からは大気潮汐が見出され，その１日周期成分に

ついては地形特徴の影響が明らかとなった．他の気象

要素（風向風速，温度湿度）を調べたところ，１日周

期成分については今回の解析から温度が気圧と密接に

関係していることが確認されたが，それ以外の気象要

素については顕著な傾向は見られなかった．しかし，

スカラー平均風速は気温と気圧の１日周期成分の振幅

と良く対応していることが分かった．これらの気象要

素には地形突起度や陸度，更には土地利用状況との対

応関係も見出され地表面の境界条件が気象要素に強く

影響を及ぼしていることを改めて明らかにした．

６．まとめ

従来から，１日周期成分の振幅α(p)は境界層の加

熱・冷却の影響を受け凹地形では大きく，山岳域では

小さい（岩井ほか 2008；Zhang and Lin1992），と言

われていた．本研究では地形特徴を数値化した量で

α(p)と地形特徴との関係を明らかにした．その結

果，地形突起度 P と陸度 Lが特に重要なパラメータ

で，それに続き緯度や土地利用状況を表す荒地の面積

比率などがあり決定係数が0.689に達した．一方，１

日周期成分が最大値を示す時刻 t は Lには無関係

で主に P で特徴付けられる．孤立峰上の観測地点は

境界層の外側に位置することが多く，それゆえ気温や

風速では位相が平地とは異なることが指摘されていた

が，気圧について位相のずれが P の関数であること

を明らかにした．

今回用いた地形突起度 P は地形特徴（盆地，谷間，

斜面，平地など）の一部を代表しているが，一律に

r＝30kmの結果を示した．今後は，境界層の加熱冷

却の度合いに深く関係する冷気のたまりやすさを表す

指標を見出すことが課題である．おそらく地形毎にそ

の水平スケールに依存していることが考えられる．ま

た，１日周期成分は季節変化が大きいことが知られて

いるので，季節変化と地形特徴を見るのも興味があ

る．
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Abstract
 

Harmonic analysis of atmospheric surface pressure was used to investigate the relation between the
 

diurnal component of pressure and the land surface characteristics.The data used for the analysis were
 

annual average pressures observed at meteorological stations in Japan and at some overseas stations.The
 

results indicated that 60-70%of variation in the amplitude and phase of the diurnal component could be
 

explained by using 10 explanatory variables to represent the topographical features and the ground surface
 

conditions within multiple regression analysis.The amplitude and phase corresponded particularly well
 

with the land indicator defined by the land area ratio and the terrain protrusion indicator defined by relief
 

data about the terrain.The amplitude over inland areas where the land indicator increases was larger than
 

over coastal areas.In addition,the amplitude was larger in concave landforms,such as basin and flatland,

than in convex landforms,such as mountain peak,depending on the scale of terrain protrusion indicators.

The magnitude of amplitude was proportional to the land indicator in flatlands,where protrusion indicators
 

were within-300 to＋300 m.The phase did not depend on the terrain protrusion indicator in concave
 

landforms and flatland.In contrast,phase delay of more than 12 h occurred over convex landforms as the
 

protrusion indicator increased.No relation between the phase and the land indicator was found.
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